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港湾の維持管理の効率化・高度化に向けて特集

　港湾施設の維持管理は、平成19年の「港湾の施設の技術上

の基準を定める省令」の改正及び「技術基準対象施設の維持に

関し必要な事項を定める告示」の制定により、施設の設置者が

施設ごとに策定する維持管理計画等に基づき、管理者が当該施

設を適切に維持するとの制度が定められた。そして、平成25

年の港湾法の改正により、港湾施設の定期的な点検が法令上も

義務づけられた。

　これを受け、港湾局は、点検診断や維持管理計画策定の基

本的な考え方を示す「港湾の施設の点検診断ガイドライン」や

「港湾の施設の維持管理計画策定ガイドライン」（以下、これら

を「両ガイドライン」という。）を平成26年以降順次策定して

いる。

　近年、港湾施設の維持管理を担う港湾管理者は人員および財

政面の課題を抱えており、維持管理の更なる効率化・高度化を

求める声が高まっている。これを踏まえ、港湾局は令和6年以

降「港湾施設の持続可能な維持管理に向けた検討会」を開催し、

維持管理について検討を進め、令和８年４月に両ガイドライン

の改訂を行った。

　今般の両ガイドライン改訂内容のうち、近年港湾施設が直面

している課題へ対応するための改訂内容は以下の3点である。

①供用期間延長時のプロセス

　今後、設計供用期間（一般的には建設後50年）を超過する

施設が急増する見込みであることを踏まえ、供用期間延長時の

プロセス（詳細点検診断の実施、点検診断結果による施設の性
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能の評価（図2）、維持管理計画書の新たな

策定）を示した。

②�過去の点検診断結果を踏まえた点検診断項

目の選定

　点検診断業務の更なる効率化を図る観点

から、過去の点検診断結果において変状の

進行が緩やかな点検項目は、点検の頻度を

下げる（緩和する）ことができる旨を示した。

③気候変動を勘案した維持管理計画の策定

　供用期間延長後においてもリスクとなり

うる、気候変動の影響への対応方針や大規

模地震への対応に係る情報を維持管理計画

書に記載する旨を示した。

　改訂前の両ガイドラインの課題等へ対応

するための改訂内容は以下の4点である。

①�総合評価のプロセスの整理及び参考資料の

作成

　点検診断結果に基づいて施設の維持管理

方針を決定する総合評価について、改定前

のガイドラインでは、プロセスが不明瞭と

の指摘があった。これを踏まえ、総合評価

における一連の検討過程を図3で示すフロー

チャート等で整理した参考資料を作成した。

②総合評価総括表の見直し

　総合評価の結果を記載する総括表について、管理者が作成し

た事例を確認したところ、「工学的知見・判断に基づく評価」を

記載する欄に維持管理方針が記載され、施設全体の評価結果や

維持管理方針決定の思考過程が分かりにくい事例があった。こ

のため、部材毎の点検診断結果（劣化度）、施設全体の性能低

下度、「工学的知見・判断に基づく評価」、「現場的・行政的判断

図2　供用期間を延長する場合の対応の考え方
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図3　総合評価における評価の進め方

設計供用期間中同様の維持管理を継続
 補修の必要性がない場合、経過観察措置
を行うものとして供用を継続。

 補修の必要性がある場合、応急的措置ま
たは計画的措置を行う方針を決定のうえで供
用を継続。

要求性能の差の有無

要求性能の差はない（差はあるが
無視できる程度である）と判断

要求性能の差の有無を判断できない、
若しくは差はあるが小さいと判断

現行基準に基づく要求性能へ対応したうえで
供用

維持管理での十分な配慮を行うことで供用を継続
 現行基準に基づく要求性能への対応は直ちに実施せず、
維持管理での十分な配慮を行いつつ、以下の措置のもと
供用を継続。
 補修の必要性がない場合、経過観察措置を行うも
のとして供用を継続。

 補修の必要性がある場合、応急的措置または計画
的措置を行う方針を決定し、供用を継続。

要求性能の差があると判断

（※２）

供用期間延長の対象施設は、現行基準に
基づく要求性能との性能の水準の差を明確に
判断することが困難なケースが多いと考える。

（※１）

 現行基準に基づく要求性能に対し、施設の
性能が満足している場合、現行基準に対応
しているものとして供用を継続。（※３）

 現行基準に基づく要求性能に対し、施設の
性能が不足している場合、現行基準に基づく
対応を行ったうえで新規施設として新たに供
用を開始。
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港湾の維持管理の効率化・高度化に向けて 特集

　本システムは、港湾局が運営している港湾施設に係る地理空

間情報システムであるサイバーポート（インフラ）の一部とし

て提供しており、既存のスマートフォン等で利用可能なことか

ら、積極的に活用していただきたい。

　港湾施設の持続可能な維持管理のためには、設置者が、管理

者の人員面及び財政面の制約を考慮し、実現可能な維持管理計

画を定め、これに基づいて管理者が点検診断を含む維持管理を

行うことが極めて重要である。

　一方、近年の研究では、両ガイドライン等の指針類を硬直的

に運用することで、管理者の人員面・財政面の制約を十分に反

映できず、管理者が実現困難な維持管理計画が策定される事例

の存在が指摘されている。

　施設の設置者及び管理者においては、両ガイドラインに記載

されている事項を硬直的に適用するのではなく、両ガイドライ

ンの記載内容や維持管理の基本的な理念を十分に理解し、各施

設の利用実態や変状の状況等を踏まえた上で、適切かつ実現可

能な維持管理計画を立案した上で、施設の維持管理を行うよう

お願いしたい。

　現在、国土交通省では、インフラマネジメント戦略小委員会

において、今後のインフラのマネジメントのあり方について検

討を行っている。港湾局としても、この検討を踏まえ、持続可

能な維持管理に向け、更なる取組を実施していきたい。

に基づく評価」及び維持管理の方針を一体的に整理できる書式

へ見直すとともに、評価のポイントや判断理由を簡潔に記載す

る書式とした。

③供用期間延長後の維持管理の留意点

　設計供用期間を超過して供用する施設について、供用期間延

長後の維持管理において配慮すべき具体的な事項が明確ではな

いとの課題があった。これを踏まえ、供用期間延長後に急速な

変状の進行が予見される部材及び既に変状が進行している部材

を対象に、日常点検や一般定期点検を強化する「維持管理での

十分な配慮」の具体例を参考資料として整理した。

④維持管理計画書の書式の変更

　従来の維持管理計画書の書式は、報告書形式で記述すべき文

量が多く策定・改訂時の負担が大きいことや、作成事例で新設

施設が太宗を占めていたこと、供用期間延長や気候変動の影響

といった近年の課題に十分対応できていないといった課題が

あった。また、今後、維持管理計画書の作成支援機能を維持管

理情報データベースに実装する方針である。

　これらを踏まえ、書式を基本的に表形式に改めた。また、実

務で活用しやすいよう、供用期間延長、用途変更、気候変動へ

の対応などの場面ごとの作成事例を示した。

　今般の改訂では、供用期間延長後の施設の維持管理につい

て、点検診断の重点的な実施等の「維持管理での十分な配慮」

を行う考え方を示した。「維持管理での十分な配慮」の実効性を

確保するためには、施設の状態を継続的に把握し、変状を早期

に発見し、適切な措置を行うことが重要である。

　この一助となるシステムとして港湾局が提供している移動端

末型点検診断システムを紹介する。本システムは、スマート

フォン、タブレットなどの移動端末から、維持管理情報データ

ベースに蓄積された施設情報や過去の点検診断結果を閲覧する

とともに、現場で点検診断結果を入力できるシステムである。

撮影した写真を点検箇所に紐付けて登録できる他、事前準備を

行えば桟橋下面といったオフライン環境でも利用可能である。

　このシステムにより、従来必要だった事前の情報収集、紙帳

票への記録、事務所での再入力作業が不要となるため、点検診

断に係る時間短縮及び負担軽減が期待できる。また、個別部材

の点検結果から施設の性能低下度を自動判定する機能を有して

おり、診断の効率化・標準化にも寄与する。さらに、点検診断

結果を維持管理情報データベースへシームレスに格納でき、負

担軽減とデータの正確性と一貫性の確保向上が期待できる。

3. 移動端末型点検診断システムの活用

4. 持続可能な維持管理に向けて

5. おわりに

図4　移動端末型点検診断システム画面例




